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平成26年度予算のポイント
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● 経済再生・デフレ脱却と財政健全化をあわせて目指す予算。

● 社会保障・税一体改革を実現する最初の予算。

① 競争力を強化し、民需主導の経済成長を促す施策（科学技術の司令塔機能強化、日本版ＮＩＨ、農地バンクなど）に重点。

② 社会保障・税一体改革による消費税増収分を活用し、子育て支援（待機児童対策）などを充実。

③ インフラ老朽化対策や東京五輪を契機とした交通・物流ネットワーク整備の加速のため公共事業予算を重点化。

④ 厳しさを増す安全保障環境に対応する観点から防衛力整備を着実に進めるため、昨年度に引き続き防衛予算を充実。

⑤ 診療報酬改定に際し、新たな国民負担増を避けつつ、地域医療向け補助金により医療の提供体制を充実。

⑥ アベノミクスによる税収増を反映して地方交付税等を減額しつつ、社会保障の充実分を増額し地方の一般財源総額を確保。

○ 25年度補正予算（経済対策関連5.5兆円）と一体的に編成。補正予算により、来年度前半に見込まれる反動減を緩和し、成長力を
底上げ。

未来への投資と暮らしの安全・安心を推進

25年度補正予算と一体として機動的財政運営を実現

① 27年度（2015年度）ＰＢ赤字ＧＤＰ比半減、32年度（2020年度）ＰＢ黒字化を目指して、着実に歳出を効率化し、５兆円を上回るＰＢ
改善。

② 国債発行額は前年度から1.6兆円の減額。

財政健全化も着実に前進

（参考）「中期財政計画」（平成25年8月8日閣議了解）
これらにより、国の一般会計の基礎的財政収支について、少なくとも、平成26年度及び平成27年度の各年度４兆円程度改善し、（略）これをもって、

国・地方の基礎的財政収支赤字対GDP比半減目標の達成を目指す。
また、新規国債発行額については、平成26年度及び平成27年度において、それぞれ前年度を上回らないよう、最大限努力する。
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（単位：億円）

25'→26'

（歳　入）

税 収 430,960 500,010 69,050 ○

そ の 他 収 入 40,535 46,313 5,778 ○

公 債 金 428,510 412,500 △16,010 ○

 　　うち４条公債（建設公債） 57,750 60,020 2,270

 　　うち特例公債（赤字公債） 370,760 352,480 △18,280

年 金 特 例 公 債 金 26,110 ― △26,110

計 926,115 958,823 32,708

（歳　出）

国 債 費 222,415 232,702 10,287 ○

基礎的財政収支対象経費 703,700 726,121 22,421 ○

 　　うち社会保障関係費 291,224 305,175 13,951

 　　うち地方交付税交付金等 163,927 161,424 △2,502 ○

計 926,115 958,823 32,708 ○

25年度予算
（当初）

26年度予算 備　　考

消費税率の引上げに伴う税収増45,350億円を含む

特別会計の一般会計への統合に伴う増7,946億円
社会保障４経費の充実等　　　　　　3,789億円
高齢者医療負担軽減等　　　　　　　4,101億円

地方税収の伸びを反映。地方税、地方交付税等の地方の一般財源総額
について社会保障の充実分を増額。

基礎的財政収支（プライマリーバランス） △18.0兆円
（25年度 △23.2兆円。対前年度5.2兆円の改善）

特別会計の一般会計への統合に伴う増7,946億円を含む

公債依存度 43.0％（25年度 46.3％）

年金特例公債に係る償還費等3,027億円を含む

15,836億円

を含む

平成26年度予算フレーム



各分野別の平成26年度予算の特徴

○ 「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、農林水産業の競争力強化に向けた改革を着実に実施。

○ 旧戸別所得補償を見直し、米への補助金（米の直接支払交付金）を半減（1万5,000円/10a → 7,500円/10a）。この財源を、競争力
強化の観点から、農地バンク（農地中間管理機構）の創設、多面的機能支払の創設等に活用。

○ 安全保障環境が厳しさを増す中、新防衛大綱・中期防を策定し、我が国の防衛態勢を強化（５年間の防衛力整備の水準：24兆
6,700億円（＋1.8％））。一方、調達改革等（7,000億円）により、効率的に装備品等を整備（予算総枠：23兆9,700億円（＋0.8％））。

○ 26年度の防衛関係費は、対前年度＋2.8％の4兆8,848億円を確保。早期警戒管制機の能力向上や固定翼哨戒機の取得等による
警戒監視能力の強化、水陸両用機能の整備や次期戦闘機の取得等による島嶼部攻撃への対応の強化等を図る。

○ 教育予算 ： 小中学校のスクールカウンセラーなど外部人材の拡充、グローバル人材の育成、無利子奨学金の貸与人員を約44万
人に拡充など、「教育再生」に資する施策に重点化。

○ 科学技術 ： 司令塔機能強化のため総合科学技術会議に調整費（500億円）を創設。日本版ＮＩＨの創設に向け、医療分野の研究
開発予算に重点化（約1,200億円）。

○ 総額6.0兆円。社会資本整備特会廃止・一般会計に統合した特会改革の影響（＋0.6兆円）を除けば、一層の重点化により総額は
全体として抑制（5.4兆円（＋1.9％））。

○ インフラ老朽化対策を加速するとともに南海トラフ巨大地震等に備えた事前防災対策を強化。また、経済再生に向け、円滑な物流
の実現を通じた競争力強化を図るため、物流ネットワークを重点的に整備。

○ アベノミクスによる地方税収増を反映して地方交付税交付金等は減額（16.4兆円⇒16.1兆円）しつつ、社会保障の充実分を増額し、
地方の一般財源総額（59.8兆円⇒60.4兆円）を確保。

○ リーマンショック後の危機対応である交付税の別枠加算（1.0兆円）を約４割縮減（▲0.4兆円）する一方、地方歳出において、頑張る
地方を支援する事業を計上。
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○ 消費税増収分を活用した社会保障の充実（公費（国・地方）ベースで0.5兆円、国分0.2兆円）を行う。消費税収（国分）の使途拡大。
（高齢者３経費→社会保障４経費）にあわせ、若者・女性・現役世代が受益を実感できる内容を実施。具体的には、「待機児童解消加
速化プラン」による保育の受け皿拡大や、難病の対象疾患の拡充などに取り組む。

○ 診療報酬改定に際し、薬価については、薬価調査の結果を踏まえた上で市場実勢を反映。新たな国民負担増を避けつつ、地域医
療向けの補助金の創設とあわせ、医療提供体制の改革を推進。


